
第36期計算書類の公告

貸  借  対  照  表

                                   平成30年 3月31日現在

北電テクノサービス株式会社 （単位：千円）

科   目 金   額 科   目 金   額

【 流  動  資  産 】 3,112,690 【 流  動  負  債 】 772,699 

現 金 及 び 預 金 90,210 785 

受 取 手 形 22,589 603,014 

完 成 工 事 未 収 入 金 1,202,946 7,836 

未 成 工 事 支 出 金 29,080 34,020 

短 期 貸 付 金 1,657,553 39,822 

前 払 費 用 23 56,430 

繰 延 税 金 資 産 102,298 25,406 

そ の 他 8,275 5,384 

貸 倒 引 当 金 △288 

【 固  定  資  産 】 547,413 【 固  定  負  債 】 491,693 

（有 形 固 定 資 産） (352,569) 17,474 

建 物 191,231 468,834 

構 築 物 2,173 5,384 

機 械 装 置 100,825 

工 具 及 び 器 具 26,815 

備 品 8,499 1,264,393 

リ ー ス 資 産 23,022 

（無 形 固 定 資 産） (5,132)

電 話 加 入 権 5,132 【 株  主  資  本 】 2,395,711 

（投資その他の資産） (189,712) 　（資   本   金） (50,000)

投 資 有 価 証 券 455 　（利 益 剰 余 金） (2,345,711)

繰 延 税 金 資 産 168,703 利益準備金 12,500 

そ の 他 20,553 その他利益剰余金 2,333,211 

別 途 積 立 金 150,000 

繰越利益剰余金 2,183,211 

2,395,711 

資 産 合 計 3,660,104 3,660,104 

(注)千円未満切捨表示。
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個　別　注　記　表

自　平成29年 4月 1日

至　平成30年 3月31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券 ・・・・・

②たな卸資産（貯蔵品） ・・・・・

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 ・・・・・
（リース資産を除く）

②リース資産 ・・・・・

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金 ・・・・・

②退職給付引当金 ・・・・・

③役員退任慰労引当金 ・・・・・

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税 ・・・・・
の会計処理

要支給額の100％を計上している。

税抜方式によっている。

従 業 員 の 退 職 給 付 に 備 え る た め 、 退 職 金 規 程 に 基 づ く 期 末
自己都合要支給額の100％を計上している。

役 員 の 退 職 慰 労 金 の 支 給 に 備 え る た め 、 内 規 に 基 づ く 期 末

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

建物附属設備及び構築物については、定額法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るものについては、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
いる。

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒

時価のないその他有価証券のみで、移動平均法による原価法
によっている。

最 終 仕 入 原 価 法 に よ る 原 価 法（ 貸借 対照 表価 額は 収益 性の
低下に基づく簿価の切下げの方法により算定）によっている。

定率法によっている。ただし、平成10年４月１日以後に取得した
建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した



２．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 500株

(2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　 平成29年6月29日　定時株主総会決議

①配当金の総額 円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 円
④基準日 平成29年３月31日
⑤効力発生日 平成29年７月31日

(3) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

   平成30年6月開催予定の定時株主総会において決議予定

①配当金の総額 円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たりの配当額 円
④基準日 平成30年３月31日
⑤効力発生日 平成30年７月31日

３．その他の注記

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

205,039

108,176,000

216,352

102,519,500


